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月31日付けで東京地方裁判所裁判官により競売開始決定がされた本件会





























































2 継続犯 ･状態犯における ｢結果｣と ｢効果｣
従来の議論がかんがえてきたことは､いわゆる結果犯の ｢結果｣を刑訴
253条 1項の ｢犯罪行為が終った時｣にいう ｢犯罪行為｣に含めるという
ことと､行為と結果の発生が継続する継続犯とそれらの ｢効果 (違法状
悲)｣のみが持続する状態犯 (および即成犯)とでは刑訴253条 1項の ｢犯
罪行為が終った時｣(犯罪行為の終了時期)のとらえかたが異なってくる
ということである｡
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的に個人が起訴される危険を免れる点にあるものと考える｡刑事訴追を時
間的に制限しておくことは､むしろ個人の利益に奉仕するものであろう｡
検察官に､事件発生後､無制限に起訴の自由を許しておくことは､個人に
対する脅迫である｡検察官が自分に都合のいいとき､あるいはその他の理
由で､ある過去の事件に関し､何時でも､容疑者を逮捕し､取調べ､起訴
をすることができるとしたら､それは､労働運動や､政治運動の弾圧に利
用される危険を残すことになる｡一方において起訴便宜主義が認められて
いる制度のもとでは､この危険を防止するための手続的規整として公訴時
効の存在理由が考えられる｡公訴時効は､国家に刑罰権の実現の必要性や
可能性があるときに､それにも拘らず､これの行使を禁止するという点
に､その重要な機能を発揮するのである｣(坂口裕英 ｢公訴時効について
一混合説の批判-｣法政研究26巻4号409頁以下)とし､また､｢発生した
犯罪内容を前提事実として､これを計算に入れつつ社会的事実関係が累積
されていき､その結果として形成された既成事実に法的効果が付与される
もの｣(長沼範良 ｢公訴時効の起算点｣芝原邦爾他 『松尾浩也先生古稀祝
賀論文集下巻』387頁)とかんがえるときには､上掲の ｢傷害の程度が継
続的に悪化していっているような場合には､因果関係が認められる限りど
こまでも傷害の結果をのばしていってよい､と考えざるを得ないであろ
う｡公訴時効に関しては､傷害の悪化が続く限り時効が進行しないという
ことになる--検察官は､被害者の状態を考慮した上で､適切と考える結
果を確定して起訴を行うことになるであろう｣などといった態度は､公訴
時効の存在理由を十分わきまえた主張であるとはいえないであろう｡
むしろ､いま見たような公訴時効の本質をふまえて､時効連鎖の範囲内
における予測 (織り込み)を超過する ｢結果｣にのみ時効進行の中断的効
果を認めるべきである (長沼 ･前掲380-382､387-390頁参照)｡
以上に見てきたように､行為と結果の発生が継続する継続犯と行為 ･紘
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果発生の効果 (違法状態)のみが持続する状態犯との区別を維持し､同時
にまた､時間経過 ･社会的事実関係の累積的形成による公訴権の控制とい
う公訴時効の本質に照らして､時効連鎖の範囲内での予測 (織り込み)超
過 ｢結果｣にのみ時効進行の中断的効果を認めるべきとかんがえるときに
は､本判例のように ｢結果｣と ｢効果｣との区別をあいまいにし､すでに
｢結果｣が発生した (最高裁1998年7月14日棄却決定刑集52巻5号343頁
参照)あとの ｢効果｣が存続しているにすぎない場合についてまで刑訴法
253条1項における犯罪行為の終了を認めなかった態度は､刑事実体法秩
序をいたずらに歪曲するとともに､法の支配を軽視するものであって､憲
法31条違反の判断であったといわざるをえないであろう｡
(本学法学部専任講師)
